





Association between the learning achievement of “educational counseling” 
 and the preschool teacher's efficacy of junior college students






























































































































る分散分析の結果のみが有意傾向であった（Wilks's λ=0.98, df 2/124, p<.09）。単純主効果検定を行
なった結果、２月の測定時期において、「教育相談を行うためのスキル」高群・低群で保育者効力感
尺度得点に平均値の差があることが明らかになった。結果についてFig.1に示す。
考　察
　まず「教育相談」授業内容（コアカリキュラム）の理解度尺度の因子分析結果より、授業「教育相談」
の受講生は、コアカリキュラムで設定されている三つの一般目標というよりも、「教育相談を行うため
のスキル」、「教育相談を支える制度や仕組みに関する知識」という知識と実践に対応するような側面で
保育学生における「教育相談」授業内容の理解度と保育者効力感との関連 5
新潟青陵大学短期大学部研究報告　第48号（2018）
授業内容を理解していることが明らかになった。この2因子構造を詳細に見てみると、（１）教育相談の
意義と理論、に含まれている二つの到達目標がそれぞれ一つづつ（２）教育相談の方法、（３）教育相
談の展開に吸収される結果になったとも言える。それぞれのまとまりを改めて考えると「教育相談を行
うためのスキル」、「教育相談を支える制度や仕組みに関する知識」と命名する方がシンプルに理解でき
るので、今後はこの二因子構造を引用しながら、コアカリキュラムでの「教育相談」の授業内容の幼稚
園教諭養成課程に適切な修正について考えていきたい。
　実際の授業の理解度という観点から見れば、「教育相談を支える制度や仕組みに関する知識」の方が「教
育相談を行うためのスキル」に比べて到達度が高いことが伺われた。教育相談を支える仕組みや制度の
一つとして、いじめ防止対策推進法などが挙げられており、実際に小学校以上の校種においては、各自
治体はもとより各学校レベルにおいても基本方針を作成することが示され授業の中でも取り扱うことが
推奨されているが、今のところ幼稚園においてはその限りではない。むしろこうした内容についてはい
じめ防止対策推進法の精神の背景にある「子どもの権利条約」を解説し、教育相談を支える制度や仕組
みについて理解を深めるように授業計画しており、このことが制度や仕組みについての知識を比較的上
昇させたことと関連すると考えられる。
　しかし一方で、保育者効力感との関連で見るとむしろ教育相談の授業で扱う内容では「教育相談を行
うためのスキル」を身につけた受講生の方が保育者としての自信を持ちやすいことが示唆された。実際
には授業の理解度という点では「教育相談を支える制度や仕組みに関する知識」よりも低く、受講生の
到達度という観点からは難しい要素であると考えられるが、スキルについて理解や到達度が高い学生は、
自分自身の保育者としての有能さを感じる可能性が高いという重要な点は見逃せない。ただし、本学に
おける授業「教育相談」の単位設定は講義科目１単位であり、7.5時間分の枠しかないという限界がある。
学生の保育者としての成長や自信の涵養はこうしたスキルのトレーニングが必要であるならば、単位設
定を２単位に増やすか、あるいは本学のカリキュラム全体のバランスの中で他の授業と連携しながら（例
えば幼稚園の課程ではないが、演習単位である「保育相談支援」など）こうした点に配慮していくのが
望ましいと思われる。
　よって、今回の研究から提言を行うとすれば、一つは現行の講義科目１単位の設定で授業「教育相談」
を行うのであれば、コアカリキュラムでいう（３）教育相談の展開　「教育相談を支える制度や仕組み
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に関する知識」の項目をまずは重点的に行い、その際は幼稚園を取り巻く状況から考えて、子どもの権
利条約の解説から入ることが望ましいこと（ただし、今後の幼児教育無償化や義務教育化がどのように
進展するかによっては、本来のいじめ防止対策推進法などが幼稚園においても適用される可能性は十分
あると考えられる）。もう一つは「教育相談を行うためのスキル」が保育者効力感の増進に影響力を持っ
ている可能性が示唆されたので、他の授業と連携、役割分担しながらカリキュラム編成することなどが
挙げられる。「教育相談を行うスキル」には、受容・傾聴・共感的理解などのカウンセリングの基礎的
な姿勢や技法が含まれるが、こうしたスキルは時間をかけて反復したり、ロールプレイなどの演習を通
じたりして身につけるものであり、短い時間での習得には向かないと考えられる。ただし、そうしたカ
ウンセリングについての知識や幼児の不適応・問題行動の意味やそのシグナルに気づく、という要素に
ついては講義の中でも十分伝達しうる部分であり、まずはそうした内容を扱い、コアカリキュラムの要
件をいちおう満たしながら、足りないと思われる演習部分についてはそれぞれの養成校のカリキュラム
や全体のバランスを見ながら他の授業と連携して補っていくことが妥当だろうと考えられる。
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